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財団法人 あしたの日本を創る協会 

 

① 所 在 地 〒100－0012 東京都千代田区日比谷公園１－３ 市政会館内 

② 電話番号 03－3501－8001   ＦＡＸ 03－3501－8004 

Ｈ  Ｐ http://www.ashita.or.jp/   e-mail ashita@netjoy.ne.jp 

③ 設立年月 昭和３１年 

④ 役員氏名 

会  長 根本 二郎 

顧  問 勝部 三枝子 

副 会 長 加田 純一  金森 房子 

理 事 長 髙岡 完治 

常任理事 太田 和子   上村 文三   小松崎 和夫  坂本 幸子  佐藤 竺 

野呂田 兼雄  蓮見 音彦   幡谷 浩史   檜垣 正己  諸星 衛 

理  事 奥田 碩    金子 原二郎  川島 霞子   河野 順吉  北城 恪太郎 

木村 良樹   鈴木 正明   田中 廣昌   田中 靖二  谷合 靖夫 

中川 浩明   中島 芳昭   細田 衛士   松田 宣子 

監  事 飯窪 さかえ  井上 司 

⑤ 事 務 局 事務局長 土橋 弘之  職員数 １０名 

⑥ 設立趣旨 

この法人は、青少年の健全育成等をはかるために、国民が自らの創意と活力を結集して行う物心両

面にわたる生活の向上と社会の発展を推進するための運動を充実、拡大させ、もって真に豊かで住み

よいあしたの日本の建設に寄与することを目的とする。 

⑦ 主な活動 

・地域活動集団の育成と活動支援（生活学校、生活会議、ふるさとづくり集団等） 

・少子化に対応する地域活動の支援 

・各種フォーラムの開催等 

・活動集団に対する情報の提供（各種情報誌の発行、ホームページによる情報提供） 

⑧ 会 員 数 生活学校 964 団体（35,510 名） 生活会議 1,204 団体（216,835 名） 

⑨ 年間予算 252,447 千円（主な収入：助成金等収入、出版物収入） 

⑩ 組織機構図 

 

会 長 理事長 

顧 問 

副会長 

理事会 

評議員会 

事務局長 総務部 

事業推進室 
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安全食品を育てる会 

 

① 所 在 地 〒664－0861 兵庫県伊丹市稲野町７－８０ 

② 電話番号 072－777－0538   ＦＡＸ 072－777－0651 

  Ｈ  Ｐ http://www.aisite23.com/sodateru.htm/   e-mail ansyoku@gaia.eonet.ne.jp 

③ 設立年月 昭和５２年(1977 年)年４月 

④ 役員氏名 代 表  増井 公子 

副代表  西川 敦子  北川 明美 

理 事  鬮橋 裕子  岩井 洋子  中村 由美子 

相談役  澤 ちぬ子 

⑤ 事 務 局 事務局長 藤井 清和  職員数 ２名 

⑥ 設立主旨 

本会は健やかな生命と生活を守るため生産者と連携を保ちながら安全食品を育て普及に務め広く

情報を提供するために設立されました。 

⑦ 主な活動 

・ 本会員の生活に必要な安全食品の共同購入活動 

・ 生産地見学、生産者との交流会 

・ 本会の取扱う安全な食材を使った料理教室の開催 

・ 十勝酪農後継者交流会の開催（農業後継者問題への取り組み） 

・ 牛乳パックリサイクル運動の実践 

⑧ 会 員 数 個人会員 4,200 名 

団体会員 ６団体 

⑨ 年間予算 20,000 千円（主な収入：共同購入事業） 

⑩ 組織機構図 

 

代 表 事務局長 

理事会 事務局 



安全な食べ物をつくって食べる会 

e.ne.jp 

④ 役員氏名 

⑤ 事 務 局 

⑥ 設立趣旨 

卵、お茶等を千葉県三芳村の生産者と静岡県

から提携活動を通じて希望する会員に分けることを目的としている。 

⑦ 

区のブロック代表者、委員会、事務局によるブロック会議 

集めて、年間 4つの行事 

をする会議等 

⑧

⑨ の会費、寄付） 

 

 

 

 

 

 

① 所 在 地 〒188－0013 西東京市向台町２－６－１１ 

② 電話番号 0424－61－3192   ＦＡＸ 0424－61－3192 

  Ｈ  Ｐ http://www5d.biglobe.ne.jp/~taberuki/ 

  e - m a i l anzennatabemono@msj.biglob

③ 設立年月 昭和４８年 

代 表 若島 礼子 

職員数 ４名 

無農薬、無化学肥料で育てられた安全な季節の野菜、

のお茶生産者

主な活動 

・ 総会 

・ ５つの地

・ 生産者の田畑での援農、お茶つみ 

・ 会員、会員外の希望する子どもを

・ 各ブロックごとに計画する学習会、援農、情報交換

 会 員 数 個人会員 約 850 名 

 年間予算 5,000 千円（主な収入：月

⑩ 組織機構図 

 ブロック代表者 

(三多摩・都心・千葉･城南)  

代  表 

委員会 

(援農･共同購入･お茶･子どもの家) 

事務局 会 員
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特定非営利活動法人エコ村ネットワーキング 

滋賀県立大学環境科学部仁連研究室内 

nfo@eco-mura.net 

連 孝昭 

 西尾 久美子 

昭男  中野 桂  三山 元暎  藤井 絢子  秋村 田津夫 

     白井 良平  大道 良夫  時﨑 昇  長尾 卯 

⑤ 、会員企業） 

は、持続可能な社会のコミュニティ・モデルであるエコ村を都市や農村などのさまざまな

村建設と運営を推進するこ

ことを目的としている。 

エコ村づく

りの運動を推進する事業を行う。 

⑦

 

業 

・ コンサルタント、計画策定事業 

 会 員 数 個人会員 ６３名 

      団体会員 ４７社 

 年間予算 4,300千円 

 組織機構図 

 

 

① 所 在 地 〒522－8533 滋賀県彦根市八坂町２５００ 

② 電話番号 0749－28－8348   ＦＡＸ 0749－28－8348 

  Ｈ  Ｐ http://www.eco-mura.net/   e-mail i

③ 設立年月 平成１２年１１月 

④ 役員氏名 理 事 長 仁

副理事長 森 建司 

理  事 林 

監  事 藤田 博  川添 渉 

 事 務 局 事務局長 北村 欣見子  イベント時：ボランティア（学生、会員、会員団体

⑥ 設立趣旨 

この法人

条件のもとでつくりだす基盤を整備するとともに、さまざまな主体のエコ

とを通じて、持続可能な社会を構築する

そのために広くエコ村についての知識を普及するとともに、エコ村を担う主体を育て、

 主な活動 

・ フォーラム・セミナー・ワークショップ事業

・ 情報発信事業 

・ 調査研究事

・ 関係機関との協力・交流事業 

・ その他の事業 

⑧

 

⑨

⑩

会 員 

総 会 

理事会 

理事長 事務局長 
（事務局） 

学生会員 
ＷＡＱＷＡＱ 

協力者 

専門家、研究者 
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お米の勉強会 

 

① 所 在 地 〒663－8187 兵庫県西宮市花園町１１－２ 村山様方 

② 電話番号 0798－48－0365  ＦＡＸ 0798－48－0365  e-mail hina2mura@ybb.ne.jp 

子 

計担当) 

⑤ 事 務 局  ０名 

の年の春ガットウルグアイラウンドが始まり、米の輸入が取り上げられることに危機感

を

ていくことを目的としている。 

⑦ 

 

主なテーマは、都市と農山漁村の提携の強化、国内近隣での農業林業漁業の活性化、食の安全、蘇

農山漁村が元気になり、同時に土や水

な食べ方）、失業者や野宿者の就農支援、国産材での家作りの普及等 

⑧

⑨ ：会費 年 4,000 円×500 人、寄付、助成金） 

⑩

、実行していますので取り立てて組織別には動いていません。 

③ 設立年月 昭和６１年１０月 

④ 役員氏名 代 表 村山 日南

世話人 中井 美智子(会

    武井 政子(蘇食料理担当) 

    小出 永子(交流担当) 

    神田 哲(会報担当) 

事務局長 村山 日南子  職員数

⑥ 設立趣旨 

1986 年、こ

もった農家・消費者・流通関係者・マスコミ関係者・学者等により設立された。 

目的は｢私たち自身の力で農林業・食べ物・環境をよくしていく｣こと。 

地域内循環により、食の自立ばかりではなく、地域の自立を高め

主な活動 

毎月１～２回の勉強会、交流会、研修会、蘇食料理教室の開催、毎月の会報の発行。

食料理の普及（消費者が農産物等食材を選択することにより、

をきれいになるよう

 会 員 数 個人会員 約 500 名 

 年間予算 2,500 千円（主な収入

 組織機構図 

  すべて、毎月の世話人会で企画
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関西消費者団体連絡懇談会 

４３０ 

 

  池田 信一  山中 純枝 

 祥子 

⑥ 設立趣旨 

関西の消費 が一致して賛成する課題を取り上げ、その解決及び実現

⑧

⑨ 

⑩ 

 

 

 

① 所 在 地 〒540－0026 大阪府大阪市中央区内本町２－１－１９－

② 電話番号 06－6945－3745   ＦＡＸ 06－6944－5699 

③ 設立年月 昭和４７年 

④ 役員氏名 世話人代表 飯田 秀男

世 話 人 原 強  増本 正明

監   事 仲宗根 迪子  あざみ

者に共通する要求で、構成団体

をはかる。 

⑦ 主な活動 

関西電力(株)、大阪ガス(株)と年 1回の経営懇談会を開催 

 会 員 数 団体会員 ５団体（構成団体の延べ個人会員 150 万名） 

年間予算 ３０千円（主な収入：会費） 

組織機構図 

 

世話人代表 

世話人 コンシューマーズ京都(京都消団連) 

滋賀県生活協同組合連合会 

奈良県生活協同組合連合会 

安全食品連絡会 

全大阪消費者団体連絡会 

6 



特定非 所 

min-law.or.jp/   e-mail km-t@admin-law.or.jp 

④ 役員氏名 

副理事長 川原 重成 

常務理事 鈴木 基 

理  事 大越 昭夫  大山 相達  諸藤 加寿代 

市民に対し、行政学及び法律学に関する普及啓発事業、ならびに法律相談に関する事

業、 ・法律学に関する調査研究事業などを行い、消費者の保護及び健全な社会の発展に寄

与するために設立されました。 

⑦ 主な活動 

・ 生活に密着した法律に関する無料相談 

・ 行政学及び法律学に関する調査研究事業 

⑧ 会 員 数 個人会員 １１名 

⑨ 年間予算 186 千円（主な収入：会費） 

⑩ 組織機構図 

 

 

営利活動法人 行政法律研究

 

① 所 在 地 〒164－0013 東京都中野区弥生町３－２４－１１－２０２ 

② 電話番号 03－3370－8085   ＦＡＸ 03－3370－7275 

  Ｈ  Ｐ http//www.ad

③ 設立年月 平成１５年１１月 

理 事 長 冨田 仁男 

会長理事 戸口 勤 

専務理事 守田川 哲哉 

監  事 保城 千枝子 

⑤ 事 務 局 事務局長 諸藤 加寿代  職員数 ０名 

⑥ 設立趣旨 

本会は、広く

及び行政学

総 会 監 事 

理事会 事務局 

会長理事 
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特定非営利活動法人 建築Ｇメンの会 

 

所 在 地 〒206－0025 東京都多摩市永山４－２－４－１０８ 

② 電話番号 042－311－4110   ＦＡＸ 042－311－4125 

p/ ma u-gmen.or.jp 

  川口 晴保 

 石川 芳久  田岡 照良  原田 久義 

小野 裕己  佐藤 賢典  杉山 尚子 

髙木 幸一  塚田 泰大  槻田 昌明  中山 良夫 

  松下 峻夫  松永 勝利 

⑤ 事 務 局 職員数 ２名 

が国から「欠陥建築」を無くし、「欠陥建築」で悩む人を救い、「欠陥建築」を作らな

い

進に寄与することを目的とします。 

⑦ 主な活動 

料相談（住まい110番電話相談窓口の常設） 

・ 建築無料相談会・講演会の開催（各地域） 

 

取材協力、雑誌取材協力 

償配布 

２．技術者向け 

・ 調査鑑定技術者向けの技術研修会の開催 

・ 建築Ｇメン認証試験の実施 

・ 会員相互の技術支援及び相談 

３．行政との協同・連携 

・ 消費者センター等による消費者講座への講師派遣 

・ 消費者相談員向け研修会への講師派遣 

⑧ 会 員 数 個人会員 114名  団体会員 ３団体 

⑨ 年間予算 24,810千円（主な収入：会費、鑑定事業） 

⑩ 組織構成図 

① 

  Ｈ  Ｐ http://www.kenchiku-gmen.or.j   e- il jimukyoku@kenchik

③ 設立年月 平成１２年３月 

④ 役員氏名 顧  問 中村 幸安 

理 事 長 大川 照夫 

副理事長 田中 峯子

常任理事 石岡 善正 

理  事 赤坂 裕志  

丹羽 稔 

監  事 篠 ヱツ子  山本 孝 

事務局長 中山 良夫  

⑥ 設立趣旨 

当会は、わ

ための建物の検査・研究を行うことにより、建築・住宅産業の正常な発展ならびに公共の福祉の増

１．消費者向け 

・ 建築無

・ 住宅その他の建築物の第三者検査 

・ 住宅その他の瑕疵鑑定 

・ 消費者向けセミナーの開催

・ 欠陥住宅特集番組出演によるマスコミ

・ 会報の無

理事長 事務局長 事務局 

常任理事会 

理事会 

（広報、研修、総務、財務、渉外、出版、研究）各部会 
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公平で平和な秩序社会を推進するネットワーク 

プリンス通ビル４階 

横田 昇

深谷 紀

登地 清

徳川 正一    

⑤ 事 務 局 名（ボランティア） 

家庭児童への支援 

・

者等の解決すべき関係機関及び支援弁護士への紹介、斡旋、ボランティア活動 

⑦

・

ほ  

⑧ 

⑨ 

⑩ 

 

 

① 所 在 地 〒102－0094 東京都千代田区紀尾井町３－３３ 

② 電話番号 03－3239－7021   ＦＡＸ 03－3239－7575 

③ 設立年月 平成１６年２月 

④ 役員氏名 

(代表)  鍋田 鉱市 

夫    浅野 恭平 

隆    魚津 靖太郎 

高橋 秀文 

事務局長 深谷 紀夫  職員数 ３

⑥ 設立趣旨 

・ 生活破綻

 生活苦悩者等への債務解決処理、解決アドバイスのボランティア活動 

・ 悪質金融業者、不法債務処理業者等への改善啓発活動 

・ 借金苦悩

 主な活動 

 寄付物品、リサイクル品のネット販売 

か類似するボランティア活動

会 員 数 個人会員 ４０名 

年間予算       千円（主な収入：寄付） 

組織機構図 

理事長（代表） 事務局長 支援会員（ボランティア） 

※目下準備中 

理  事 
７名 
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ごみ資源化研究会 

 

① 所 在 地 〒245－0016 神奈川県横浜市泉区和泉町６０６－１２３ 

② 電話番号 045－801－1546   ＦＡＸ 045－801－1546 

③ 設立年月 平成１２年６月 

④ 役員氏名 代 表 芹澤 孝之 

長野 富喜子 

西岡 政子 

錦織 順子 

山﨑 喜代美 

⑥ 設立趣旨 

ゼロエミッションの実現。会が実践できることとして、土壌混合法による生ゴミからの培養土を

つくり、野菜･花を栽培して味･美しさを楽しむと同時にカーボンニュートラルによる CO2 削減への

寄与。 

⑦ 主な活動 

各種市民団体での実演会。役員がメンバーになっている環境改善運動の支援。神奈川県環境科学

センター･横浜市泉区の生涯学習センター等での定期講演。リサイクル工場の見学･情報収集。 

横浜市長への提案 

㋐ CO2 削減のため生ゴミを培養土に。 

㋑ 古紙、地産地消のすすめ。 

㋒ ゴミ焼却第一主義からの脱却。 

㋓ CO2 の削減はゴミ資源化が第一。  他 

⑨ 年間予算 その都度自己負担 

⑩ 組織機構図 

 決まった組織はなく必要に応じて役員が対応する。 

10 



ＪＡ全国女性組織協議会 

 

① 所 在 地 〒100－0004 東京都千代田区大手町１－８－３ 

② 電話番号 03－3245－7485   ＦＡＸ 03－5255－7358 

  Ｈ  Ｐ http://www.zenchu-ja.or.jp/ja-jyosei/   e-mail jyosei.s@zenchu-ja.or.jp 

昭和２６年４月 

⑤ 事  職員数 １名 

⑥ 設

農 目的に設立 

⑦ 主

への女性参画運動（正組合員加入運動など） 

⑧

 

 

③ 設立年月 

 務 局 事務局長 野口 洋子 

立趣旨 

村女性の社会的･経済的地位の向上を

な活動 

・ 地産地消運動（消費者との交流、都市と農村の交流） 

・ ＪＡ運営

ほか 

 会 員 数 個人会員 995,437 名 

      団体会員  ４７団体 
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特定非営利活動法人 の適正化サポート 

７－７ 啓央ビル２Ｆ 

 川村 淳  渋谷 靖彦  鈴木 智士 

 森本 剛  吉田 憲一  吉元 和俊 

監 事  

⑥ 設立趣旨 

今日、賃借人に対し ないし高額な修繕費の請求がなされているケースが数多く見

るが、特別な場合を除き、本来、敷金の返還を受けられるはずである。また、修繕費

の

、市民が安心して優良な賃貸住宅等を確保できるように貢献し、ひいては不動産業界の適

与したいと考え、専門家が中心となって当法人の設立を企図したものである。 

⑦ 

・ 現状確認 

ス、修繕費の請求内容及び正当性の評価 

る困り事相談 

⑧

 

 敷金･修繕費問題

 

① 所 在 地 〒064－0808 北海道札幌市中央区南８条西１０丁目１２７

② 電話番号 011－511－6835   ＦＡＸ 020－4664－8518 

③ 設立年月 平成１６年６月 

④ 役員氏名 理 事  今村 正典 

時田 薫  

 渋谷 靖義

て敷金の無返還

受けられてい

請求に関しては、犯罪の成立もあり得るような非常に悪質な方法によって請求がなされている事

案も報告されている。 

そこで

正な発展に寄

主な活動 

・ 敷金･保証金･修繕費の適正な取扱いに関する公知活動 

 入退去時の室内の

・ 敷金の返還を請求するためのアドバイ

・ その他賃貸物件の契約に関す

 会 員 数 個人会員 １０名 
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特定非営利 ンター 

 

副理事長 小島 修 

   塚田 義広 

監  事 嶋村 由紀子 

⑤

⑥

・地盤・基礎に関して会員相互の協力により、公正中立の立場で、国内全域において、広く

・地盤・基礎の大切さ、重要性を教育・啓蒙していく事業を

支援活動を行う。 

 スローガンは「安心して永く住める家づくり」「大地震から生命・財産を守る家づくり」である。 

⑦ 主な活動 

 国内の公共施設を利用して、一般市民、設計士、工務店を対象に年２０回ほどの無料セミナーを

開催している。 

 他のＮＰＯと連携して、イベントに参加。 

⑧ 会 員 数 個人会員 １１名 

       団体会員 ４７団体 

⑨ 年間予算 2,500 千円 

⑩ 組織機構図 

 

活動法人 住宅地盤診断セ

 

① 所 在 地 〒113－0021 東京都文京区本駒込６－１２－１６

② 電話番号 03－5395－5023   ＦＡＸ 03－5395－5023 

  Ｈ  Ｐ http://www.jutaku-jiban.net/   e-mail center@jutaku-jiban.net 

③ 設立年月 平成１５年４月 

④ 役員氏名 理 事 長 佐藤 長範 

       

     理  事 神田 治  寺本 健治  早川友弘 

       

 事 務 局 事務局長 小島 修  職員数 ０名 

 設立趣旨 

 住宅

一般市民及び団体を対象として、住宅

行うとともに、その診断及び助言または

理事長 

団体会員 賛助会員 個人会員 

理事会 

副理事長 

事務局長 事務局 
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主婦連合会 

 

① 所 在 地 〒102－0085 東京都千代田区六番町１５ 主婦会館３階 

② 電話番号 03－3265－8121   ＦＡＸ 03－3221－7864 

  Ｈ  Ｐ http://www.shufuren.gr.jp/   e-mail info@shufuren.gr.jp 

④ 役員氏名 会  長 

  勝又 三千子  山根 香織 

事務局長 佐野 真理子  職員数 ４名 

⑥ 

の向上に向けて活動している全国組織の団体。さまざまな研究会、勉強会、調査等を通じて集約し

⑦

 

代に

大気汚染測定を行ったり、「東京大気汚染公害裁判」の支援を行っている。ま

た、平成 17 年２月 16 日に「京都議定書」が発効されたことに伴い、都内の消費者･市民団体と協力

活や買い物の仕方など、グリ

たライフスタイルの再見直し及び啓発活動を行っている。 

供(表示)のあ

FAS)をはじめとするお酒容

る。国際的には、CI(国際消費者機構)の大会に参加、

アジア･ヨーロッパの消費者団体との意見交換、ISO(国際標準化機構)に消費者の声を反映させるよ

う他団体と連携を組むなど積極的に国際問題に取り組んでいる。 

今年は、消費者の商品･サービスの選択に欠かせない「広告」(新聞の折り込みチラシ、テレビ CM

など)を取り上げ、近頃の広告事情の分析、アンケート等の調査活動を展開していく予定。 

⑧ 会 員 数 個人会員 203 名 

       団体会員 ９６団体 

⑩ 組織機構図 

③ 設立年月 昭和２３年９月 

兵頭 美代子 

副 会 長 大河内 美保

⑤ 事 務 局 

設立趣旨 

消費者の権利を確立し、命とくらしを守り、誰にとってもくらしやすい社会の実現及び消費生活

た消費者の意見を政府･行政･企業に反映させ、合わせて消費者のための啓発運動も行なっている。 

 主な活動 

私たちの生活は基本は平和と考え、イラクへの自衛隊参加に反対し、憲法９条を守る活動をして

いる。環境問題に関しては、きれいな空気を取り戻し、健康を守る、住みよい生活環境を次世

引き継ぐために年２回

して「温暖化防止･省エネ東京連絡会」を立ち上げ、省エネ･省資源生

ーンコンシューマーの視点を持っ

食に関しては、遺伝子組み換え食品・BSE 問題など食の安全性確保、正しい情報提

り方などに取り組んでいる。表示については、胎児性アルコール症候群(

器の表示のあり方にも力を入れて活動してい

事務局 研究グループ

会計監査
賛助会員

個人会員
常任委員会（首都圏団体）

副会長 会  長 
中央委員会（地方団体） 団体会員

会  計

専門委員

参  与
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消費科学連合会 

 

① 所 在 地 〒150－0031 東京都渋谷区桜丘町１７－９ 第二昭和ビル 

 伊東 依久子  山賀 真須美 

つ、｢消費者の利益を守る運動体｣として、消

が組織されています。 

⑦

発行 

⑧

（構成団体の延べ個人会員 3,000 名） 

な収入：会費、機関紙の購読料） 

 

 

 

 

② 電話番号 03－3462－2601   ＦＡＸ 03－3461－1517 

  Ｈ  Ｐ http//www.shokaren.gr.jp/   e-mail webmaster@shokaren.gr.jp 

③ 設立年月 昭和３９年５月 

④ 役員氏名 会 長 大木 美智子 

副会長 犬伏 由利子 

⑤ 事 務 局 職員数 ２名 

⑥ 設立趣旨 

教育を中心とする消費科学センターと連携を保ちつ

費科学連合会

 主な活動 

・ 商品･サービスなどの規格や表示の問題 

・ 食管制･訪問販売法などの消費者行政や税制の問題 

・ 必要に応じて業界･業者との交渉 

・ 機関紙の

・ 環境問題に係る森林ボランティア(環境保全) 

等々 

 会 員 数 個人会員 250 名 

団体会員 ３５団体

⑨ 年間予算        千円（主

⑩ 組織機構図 

 

会 長 相談役 
部  長 

副会長 

企画委員 
事務局 
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特定非営利活動法 宅フォーラム 

 

神 良雄   舘 寿郎 

     大竹 昭博  倉形 幸男  大河内 隆之  尾関 富夫 

監  事 石川 昌平 

⑤

⑦ 

２

⑧ 

 

⑨ 

⑩

 

 

人 消費者住

 

① 所 在 地 〒245－0013 神奈川県横浜市泉区中田東３－９－１５ 

② 電話番号 045－803－5604   ＦＡＸ 045－803－6521 

  Ｈ  Ｐ http://www.npo-sjf.com/   e-mail BRB12000@nifty.ne.jp 

③ 設立年月 平成１２年１１月

④ 役員氏名 理 事 長 村井 栄治 

副理事長 保延 保   矢野 方雄 

理  事 小泉 匡延  阿部 守   三

 事 務 局 事務局長 (兼)村井 栄治  職員数 ０名（各理事兼務） 

⑥ 設立趣旨 

この法人は、消費者に対して、住宅建築についての基礎知識と情報を提供する事業を行い、併せ

て消費者の要求事項を正しく建築関係者に実現させることにより、良質な住宅を安心して取得でき

る住宅市場の構築に寄与することを目的として設立した。 

主な活動 

１．住宅に関する消費者に役立つ情報の収集と発信事業 

．住宅に関する消費者支援の講習会等の開催事業 

３．住宅に関する消費者要求事項の実現化事業 

会 員 数 個人会員 ３０名 

      団体会員 ７団体 

年間予算  13,000 千円（主な収入：会費、寄付金、調査事業等） 

 組織機構図 

理事会 

理事長 副理事長 

各地区担当理事 各地区担当理事 各地区担当理事
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特定非営利活 ット関西 

３０４ 

-netkansai.or.jp 

④ 役員氏名（

坂東 俊矢  伊吹 和子 

  

  常務理事 新井 ふく  三木 秀夫  川村 哲二  黒木 理恵 

 とし子  北山 修悟  長瀬 幸子 

前中 みき子  松葉 知幸   山口 孝司 

 

  大橋 悦子   大深 忠延 

       岡田 崇   尾崎 敬則  国府 泰道  惣宇 利紀男  田坂 圭子 

     助  中田 邦博  西田 広一   松原 朝子 

 恒雄  向井 秀史  安田 順子  山田 栄子 

⑤ 名 

⑥ 趣旨 

購入し、サービスを利用して生活をしています。こうした消費生

活の中で命や たちは、健康で文化的

 これまで、私たち消費者は、長い年月をかけて、多くの人たちの努力で、消費者の権利を確立し

かしながら、経済社会が進むにしたがって、大量生産・大量販売・大量消費

になりました。この

せん。 

 関などがそれぞれの

的な努力でその活

に対抗し、さらなる

の所属する団体・大

学・行政機関・企業といった、これまでの枠組みを超えて広く結集し、国内外で幅広い ネットワー

クを組み立てて、その情報を共有するとともに、そこで生まれる自由な発想で消費者保護の活動を

行い、さらには真に実効性のある被害救済を図るための消費者団体訴権の受け皿としての機能を持

つ団体を作り出すことが必要となっています。 

 私たちは、このような社会的なニーズに応えるために、それに賛同する人々のもとで新しいネッ

トウーク型の母体をつくりあげ、継続的に運営していくために、これを NPO 法人として設立するも

のです。 

 

 

動法人 消費者ネ

 

① 所 在 地 〒530－0047 大阪府大阪市北区西天満３－６－８ 笹屋ビル

② 電話番号 06－6366－0211   ＦＡＸ 06－6366－0211 

  Ｈ  Ｐ http://www.consumer-netkansai.or.jp/ 

  e - m a i l contact@consumer

③ 設立年月 平成１１年１０月 

任期：2005 年７月１日～2007 年６月 30 日） 

  理 事 長 甲斐 道太郎 

  副理事長 

専務理事 片山 登志子 

 理  事 入口 ユキコ  生越 

       

 監  事 水野 武夫  藪野 恒明 

 評 議 員 浅岡 美恵  朝見 行弘  岩谷 基  

  千神 国夫  長尾 治

      松本 

 事 務 局 事務局長 黒木 理恵  職員数 ３

 設立

私たちは、毎日、多くの商品を

体に危険が生じたり財産が侵害されたりしてはなりません。私

な生活を過ごす権利を憲法で保障されているのです。 

拡大してきました。し

が進むなかで、事業者は消費者に対して圧倒的に有利で優位な立場に立つよう

結果として次々と新たな消 費者被害が生まれてきて、止どまるところを知りま

現在、日本では、消費者専門家集団・消費者母体・弁譲士会・大学・行政機

立場で消費者の権利を守るために多くの活動を行い、その中の 多くの人々の献身

動が維持されています。しかし、経済社会の進展で新たに生まれる消費者被害

消費者の権利擁護を図るためには、こうした被害救済を目指す者が、それぞれ
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⑦ 主な活動 

◇ 調査研究   各種消費者被害の調査研究事業 

出版、広報事業 

の国際ネットワークの推進 

⑧ 会 員 数 

       

⑨ 年間予算 

⑩ 組織機構図

 

 

◇ 支  援   各種消費者被害救済活動への支援事業 

◇ 団体訴権   団体訴権制度の確立とその実行事業 

◇ ロ ビ ー   各種消費者問題に関する法制度の改善事業 

◇ 情報発信   講座、講演、

◇ ネットワーク 他団体、他分野と

個人会員 139 名 

団体会員 ４団体（構成団体の延べ個人会員 約 210 名） 

 1,740 千円（主な収入：会費、地方自治体受託事業） 

 

監 事 
互選 

理事会 

理事長 

副理事長 

専務理事 

常務理事 

事務局 

理 事 

事務局長 

職   員 

任免

選任 評議員 

ＮＰＯ消費者ネット関西基金 

審査員 選任選任 選任 

総   会 

特別会員・名誉会員 

正 会 員 

賛助会員 事業者会員
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特  

書店会館２階 

e-mail uesugi npo@yahoo.co.jp 

志 

原 倫理  大澤 重忠 

 義宣 

員数 ３名 

⑥ 設立趣旨 

的な障壁解消）社会

践活動を行う会です。 

235 千円（主な収入：会費） 

⑩ 

 

 

定非営利活動法人 新風・たすけあひ機構

 

① 所 在 地 〒604－0912 京都府京都市中京区二条通河原町東入樋ノ口町 457 京都

② 電話番号 075－256－4321  ＦＡＸ 075－241－2193  

③ 設立年月 平成１５年１０月 

④ 役員氏名 理 事 長 魚谷 哲央 

専務理事 上杉 裕

理  事 吉川 誠   藤田 誠一郎  石

監  事 坂東

⑤ 事 務 局 事務局長 上杉 裕志  職

新風・たすけあひ機構は、バリアフリー（物理的・精神的及び個人的・社会

の実現を目指して様々な社会的立場の人々の連携の許・啓蒙・実

⑦ 主な活動 

・ 家庭介護、ボランティア教室  ・バリアフリー講座開催 

・ 各種団体のヘルパー支援    ・安全安心な消費者に啓発学習支援 

・ 都市計画問題研究会      ・事業情報誌の発行 

⑧ 会 員 数 個人会員 ４７名 

⑨ 年間予算 

組織機構図 

理事長 事務局長 事務局 福祉部 

都市計画部 

消費者問題活
理事会 

動部

地域安全活動部 

情報部 

介護輸送部 

北海道 東京 神奈川 京都 島根
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全国牛乳パックの再利用を考える連絡会 

 

① ２０１ 

② 90 

 ren.org 

③

④

津子 

再利用を通して、使い捨て社会のあり方を見直し、自然と人間との共存、共生社会

を実現していくことを目的とする。 

⑦ 主な活動 

牛乳パックの再利用を考える全国大会や牛乳パックリサイクル促進地域会議の開催 

１万箇所牛乳パック回収拠点拡大運動の展開（回収ボックス無料配布事業） 

牛乳パックリサイクル講習会の実施 

その他、広報活動、調査事業、環境教育、国際交流活動など幅広い活動を展開 

⑧ 会 員 数 個人会員 ８０名 

       団体会員 ６０団体 

⑨ 年間予算 25,000 千円（主な収入：会費、事業費、助成金等） 

⑩ 組織機構図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 所 在 地 〒164－0003 東京都中野区東中野４－６－７－

 電話番号 03－3360－1098   ＦＡＸ 03－3360－70

 Ｈ  Ｐ http://www.packren.org/   e-mail info@pack

 設立年月 昭和６０年６月 

 役員氏名 代  表 平井 成子 

       副 代 表 和田 志

⑤ 事 務 局 事務局長 西田 克彦 

⑥ 設立趣旨 

 牛乳パックの

代表 

副代表 

事務局 

事務局長 

 

評議会 一般会員 賛助会員 
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全国公団住宅自治会協議会 

 

① 所 在 地 〒102－0071 東京都千代田区富士見１－７－９ 東京瓦会館 

② 電話番号 03－3265－9478   ＦＡＸ 03－3239－1384 

  Ｈ  Ｐ http://www.jichikyo.com/   e-mail zenkoku@jichikyo.com 

月 

④ 役員氏名 多和田 栄治  渡辺 志げ子  鈴木 照子 

          

⑤ 事 務 局  職員数 ３名 

国の公団住宅自治会や、各地方の公団住宅自治会協議会などの相互の連絡、交流をはか

る

ています。 

動や共同行動、②各自治会や地方自

体との連携した活動など

265,000戸） 

費等） 

 全国１０地区（北海道、東京23区、東京多摩、千葉・茨城、埼玉、神奈川、東海、関西、北九州、

福岡）の地方自治会協議会がある。 

 

③ 設立年月 昭和４９年(1974年)年７

代表幹事 林 守一  

  湊 正義  楓 健年    溝口 俊則 

事務局長 井上 紘一 

⑥ 設立趣旨 

 この会は全

とともに、全国的に共通した課題と要求で団結した運動をすすめることにより、公団住宅居住者生

活と権利、共通の利益をまもり発展させて、豊かで住みよい団地をつくることを目的とし

⑦ 主な活動 

①公団、政府、地方公共団体をはじめとする各方面への渉外活

治協の相互連絡・交流、情報交換など、③調査、研究、広報活動、④関係団

を行っています。 

⑧ 会 員 数 約250団地自治会（約

⑨ 年間予算      千円（主な収入：会

⑩ 組織機構 
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有限責任中間法人 全国消費者協会 

 

① 所 在 地 〒164－0013 東京都中野区弥生町３－２４－１１ 

② 電話番号 03－3342－0999   ＦＡＸ 03－3370－7275 

  Ｈ  Ｐ http://www.consumer.jp/   e-mail jim@consumer.or.jp 

理  事 大岡 賢二 

⑤

に設立され

ま

⑦ 

・

の調査 

・ 

・ 

⑧ 

⑨ 

③ 設立年月 昭和６１年２月 

④ 役員氏名 名誉会長 梅田 圭司 

代表理事 戸口 つとむ 

専務理事 鈴木 基 

監  事 大越 昭夫 

 事 務 局 事務局長 大山 相達 

⑥ 設立趣旨 

本会は、環境保全と食の安全の推進を目的とするとともに、その目的を実現するため

した。 

主な活動 

 消費者に対する啓発・教育事業 

・ 消費生活に関する相談 

・ 有機栽培食品の共同購入 

・ ソーラーシステムによる発電の普及 

・ 原子力発電

行政または企業に対する消費生活にかかる意見の表明 

優良企業の推薦 

会 員 数 個人会員 586 名 

年間予算 1,700 千円（主な収入：会費） 
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全国消費者協会連合会 

 

① 所 在 地 〒101－0061 東京都千代田区三崎町 1-3-12 水道橋ビル９階(財)日本消費者協会内 

 

 吉村 洋子 

⑤ 事 務 局   職員数 ２名 

者協会などが連合し緊密な連携のもとに協会活動の効率化をはかり、もって消費者の

利

⑦  

題に関する情報の収集及び提供 

関係省庁や機関に提出 

連絡調整 

⑧

⑨   千円（主な収入：会費） 

⑩

 

② 電話番号 03－5282－5311   ＦＡＸ 03－5282－5315 

  e - m a i l twiv2417@mb.infoweb.ne.jp 

③ 設立年月 昭和４９年 

④ 役員氏名 会 長  早川 克巳 

副会長  辻 冨美子 

理 事  阿部 真也

監 事  中村 年春 

事務局長 長見 萬里野

⑥ 設立趣旨 

全国の消費

益擁護と増進に資することを目的とする。 

 主な活動

１．消費者問

２．消費者問題の集約及び改善要望を

３．消費者組織の拡充強化 

４．内外関係機関及び団体との

 会 員 数 団体会員 １１団体 

 年間予算      

 組織機構図 

会 長 事務局長 事務局 

理事会 

北
海
道
消
費
者
協
会 

愛 

知
消
費
者
協
会 

新
潟
県
消
費
者
協
会 

横
浜
市
消
費
者
協
会 

青
森
県
消
費
者
協
会 

仙
台
市
消
費
者
協
会 

徳
島
県
消
費
者
協
会 

福
岡
県
消
費
者
協
会 

富
山
県
消
費
者
協
会 

日 

本
消
費
者
協
会 

熊 

本
消
費
者
協
会 
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全国消費者団体連絡会 

 

① 所 在 地 〒102－0085 東京都千代田区六番町１５ プラザエフ６Ｆ 

② 電話番号 03-5216-6024   ＦＡＸ 03-5216-6036 

  Ｈ  Ｐ http://www.shodanren.gr.jp  e-mail webmaster@shodanren.gr.jp 

③ 設立年月 昭和３１年(1956 年)１２月 

④ 役員氏名 

幹事運営委員 

兵頭美代子(主婦連合会)         長見萬里野(全国消費者協会連合会) 

富山 洋子(日本消費者連盟)       品川 尚志(日本生活協同組合連合会) 

木村 康子(日本母親大会連絡会)     伊藤 恭一(埼玉県消費者団体連絡会) 

池山 恭子(東京消費者団体連絡センター) 

運営委員 

蓮尾 隆子(家庭栄養研究会)       野口 洋子(ＪＡ全国女性組織協議会) 

佐野真理子(主婦連合会)         安達 絹恵(新日本婦人の会) 

湊  正義(全国公団住宅自治会協議会)  鴨木 房子((社)全国消費生活相談員協会) 

加藤さゆり(全国地域婦人団体連絡協議会) 山内 明子(日本生活協同組合連合会) 

服部 孝子(神奈川県消費者団体連絡会)  あざみ祥子(NPO 法人コンシューマーズ京都) 

飯田 秀男(全大阪消費者団体連絡会)   五十嵐康二(埼玉県消費者団体連絡会) 

会計監査 

須藤  徹(全国労働者共済生活協同組合連合会) 

玉本 雅子((社)日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会) 

⑤ 事 務 局  事務局長 神田敏子  職員数 ５名 

⑥ 設立趣旨 

 「消費者の権利の確立とくらしを守り向上をめざすため、全国の消費者組織の協力と連絡をはか

り、消費者運動を促進する」ことを目的として設立されました。 

⑦ 主な活動 

 消費生活に関連する諸問題や制度及び消費者運動の進め方等について、調査活動、団体間の情報

の交換を行っています。又､毎年１１月に開催される全国消費者大会の実行委員会の事務局を担って

います。 

⑧ 会 員 数 団体会員 ４３団体 

個人会員  ４名 

 年間予算  約 6,000 千円（主な収入： 会員会費、謝金収入等） 

⑩ 会議等 

 全体会議（年４回）、運営委員会（年８回）、その他専門の委員会等 

 

 

⑨
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社団法 協会 

① 所 在 地 〒108－8566 東京都港区高輪３－１３－２２ 国民生活センタ－ビル内 

4@nifty.com 

④ 役員氏名 

専務理事 

常任理事 とみ恵   吉川 萬里子  渋谷 絢子  菅 美千世 

     則子    大橋 悦子   矢野 葉子  前田 洋子 

理  事 部 一恵   岩澤 禮子  五味 初美 

     下川床 素子  中庄 とみえ   田坂 圭子   三木 澄子  横山 房子 

伊藤 誠   川本 敏    露川 光浩  鶴田 俊正  古川 芳久 

⑤  職員数 ９名(うち常勤３名) 

消費生活問題に関する専門家を効率的に組織し、会員の資質及び社会的地位の向上に努めるとと

談に係る情報や消費生活に関する情報を収集・提供

。 

⑦

・ 会員及び消費生活問題専門家の資質向上に関すること 

業に関すること 

めの調査・分析に関すること 

・ 消費生活に関する情報の提供に関すること 

との連携に関すること 

・ 消費生活に関する調査・研究等を受託すること 

⑧ 会 員 数 個人会員 1,669 名 

⑨ 年間予算 34,813 千円(主な収入:会費・出版事業等) 

⑩ 組織機構図 

人 全国消費生活相談員

 

② 電話番号 03－3448－9736(代) ＦＡＸ 03－3448－9830 

  Ｈ  Ｐ http://www.zenso.or.jp/   e-mail JDX0040

③ 設立年月 昭和６２年１１月 

会  長 及川 昭伍 

理 事 長 下谷内 冨士子 

山上 紀美子 

上杉 裕子   田澤 

前野 春枝   糟谷 

渡辺 富美子  佐々木 真知子  阿

     原 まさ代 

     

     三木 俊博  三宅 正太郎  和田 正江 

監  事 安彦 和子  油田 淑子 

 事 務 局 事務局長 山上 紀美子(兼務) 

⑥ 設立趣旨 

もに、地域活動を通じて、消費生活に関する相

し、もって消費生活の安定・向上に寄与することを目的とする

 主な活動 

・ 消費生活の安定・向上に資する相談事

・ 消費生活に関する情報収集のた

・ 消費生活問題に関する提言に関すること 

・ 関係諸機関

北海道支部

東北支部 

関東支部 

中部支部 

関西支部 

九州支部 

消費者情報研究所 監 事 

研 修 事 業

出 版 事 業

調査研究事業

外部交流事業

総 会 理事会 

理事長 会 長 

顧 問 

常任理事会 

企画運営会議

専 務 理 事

事 務 局 

関西事務所

活動委員会 

広報委員会 

電話相談事業 

ＡＤＲ対策室 
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財団法人 協議会 

館 

45 

③ 設立年月 昭和２９年１０月 

④ 役員氏名 会 長 羽間 美佐子 

       副会長 吉村 マサ子  枠島 和江   浅野 涼子 

       理  中川 聖子   海野 恵美子  本間 芳恵  岡田 弘子 

   

   

⑤ 事

⑥ 設

本 道府県及び指定都市に存在する母子寡婦福祉団体の連絡協議機関として、全国の母子家

庭及び

⑦ 主

 １．

 ２．母子家庭及び寡婦の福祉に関する企画並びに運動の展開

 ３．母子家庭及び寡婦の福祉に関する調査、研究

 ４．母子寡婦福祉に関する宣伝広報 

 ５．関係団体との連絡調整 

 ６．会報その他参考資料の刊行 

会員 約３０万名） 

50,377 千円（主な収入：会費、寄附、出版等事業） 

⑩

 全国母子寡婦福祉団体

 

① 所 在 地 〒154－0012 東京都世田谷区駒沢２－３３－７ 全母子協会

② 電話番号 03－3421－5366   ＦＡＸ 03－3421－55

  Ｈ  Ｐ http://www.zenbo.org/   e-mail info@zenbo.org 

 事

        今池 美代子  赤澤 和子   大平 照子  黒木 凱子 

    監 事 佐藤 功平   丸山 喜久子  黒澤 踐行 

 務 局 事務局長 杉尾 栄一  職員数 １名 

立趣旨 

会は、各都

寡婦(準母子家庭をを含む)の福祉の増進を図ることを目的として設立されました。 

な活動 

各都道府県及び指定都市の母子寡婦団体との連絡調整 

 

 

 ７．母子福祉施設の運営 

 ８．その他目的達成に必要な事業 

⑧ 会 員 数 団体会員 ５６団体（構成団体の延べ個人

⑨ 年間予算 

 組織機構図 

会 長 事務局長 事務局 総務部 

事業部 

広報部 
副会長 

理事会 

監 事 

母子部 

評議員会 

各都道府県・指定都市 

母子寡婦福祉団体会長 

全国母子寡婦会員 

↑ ↓↑ 

←

→ → →

↓ ←←

↓↑ 

↓↑ 

→ 

↓↑ 
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騒音被害者の会 関西支部 

 

① 所 在 地 〒612－0806 京都府京都市伏見区深草開土町１８ 多田羅様方 

④ 

⑥ 

⑦ 

・

・ 

個人会員 ３０名 

⑨

⑩

 

② 電話番号 075－641－8980   ＦＡＸ 075－641－8980 

③ 設立年月 昭和５０年６月 

役員氏名 

支 部 長 多田羅 久子 

事務局長 寺田 英司 

設立趣旨 

本会は、環境静穏保持、静かなくらしを求める為に設立。 

主な活動 

 毎月例会 情報交換 

行政の環境政策に要望 

・ 各会員の騒音被害を支援、行政に働きかける行動 

⑧ 会 員 数 

 年間予算 ３千円（主な収入：会員会費） 

 組織機構図 

 
東京本部 関西支部 
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特別非営利活動法 ングループ） 

 

    

④ 役員氏名 理事長  月田 千栄子 

さ む世界各地で地道な活動が

ながら国内ではもっぱらタバコ使用者の体

の健康問題に矮小化される傾向が強く、ややもするといつでもどこでもタバコ使用を認めようとす

誤って解釈されたこともありました。 

進歩です。

共同参画法の精神に反して職場や家庭でのスモーク・ハラスメントがあり、「個人」が

がその被害に遭うことも少なくありま

な喫煙防止教育、受動喫煙被害者の救済をベー

にしました。タバコ使用者個人を攻撃したり、対立す

るものではなく、むしろ、タバコを取り巻く環境を整備することにより、タバコ依存からの脱却・

です。タバコの煙を自由な行動を阻害する一種のバリアと捉え、

ーション社会を目指します。 

、市民のニーズが従来の行政機構では吸収しかねる状況になってきてお

活動を NPO 法人として幅広く継続的に活動する組織が必要だと

ております。「個人」

(1) スモーク・ハラスメント対策に関する広報及び啓発活動に関する事業 

(2) 企業、教育施設での分煙化に関する環境づくり支援プログラム事業 

(3) スワン文庫（タバコ・分煙関係の書籍・ビデオ等の収蔵）に関する事業 

⑧ 会 員 数  個人会員 ２２名 

⑨ 年間予算  約 70,000 円（主な収入は会費。入会金無し、月会費 250 円） 

⑩ 組織機構図 

 

人 タバコ環境 NPO ネット（愛称：スワ

 

① 所 在 地 〒918－8112 福井県福井市下馬１丁目１６２４番の４ 横濱商館

② 電話番号 0776－34－2766   ＦＡＸ 0776－34－2766 

  Ｈ  Ｐ http://npo.mike.co.jp/ e-mail npo@mike.co.jp

③ 設立年月 平成１６年(2004 年)２月 

⑤ 事 務 局 事務局長 マイク・ヨコハマ  職員数 ２名 

⑥ 設立趣旨 

 タバコ環境問題は 20 世紀半ばに大きくクローズアップ れ、日本を含

続けられ、少しずつ改善されてきました。しかし、残念

ることが人権拡大だと

 21 世紀に入り、全国チェーンの飲食店で灰皿を店内から撤去した正常化される店も出始め、2003

年５月には受動喫煙被害を防止することを明記した健康増進法が施行されたのは大いなる

しかし、男女

尊重されているとは言い難い状況です。発言力の弱いこども

せん。 

 そこで、未成年者がニコチン依存にならないよう

スにする活動を目的とする会を設立すること

正常化の手助けも含めていくもの

バリアフリー社会、ノーマライゼ

 社会システムが複雑化し

ります。それを埋めるためにも市民

判断しました。また、将来的には政策を立案し、提案していけるように計画し

を尊重し、選択肢の広い社会の実現を目指します。 

⑦ 主な活動 

理事長 事務局 会  員 
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特定非営利

 

① 所 在 地 〒600－8061 京都府京都市下京区富小路通仏光寺下る筋屋町１４１ 

② 電話番号 075－361－0222   ＦＡＸ 075－361－0222 

  Ｈ  Ｐ  http://www2.ocn.ne.jp/~tukaiste/   e-mail tukaiste@sirius.ocn.ne.jp 

③ 設立年月 昭和４８年７月 

④ 役員氏名 理 事 長 槌田 劭 

副理事長 田頭 千鶴子 

理  事 岡田 仁   小林 孝子  清水 康久  建田 理恵子 

     多々納 眞弓 千葉 愛美  津田 君江  仁木 貴之 

監  事 赤池 忍   勝田 千秋  壇 美恵子 

⑤ 事 務 局 事務局長 田頭 千鶴子  職員数 １名  ボランティアスタッフ ６名 

⑥ 設立趣旨 

 高度成長期の時代に、石油などの化石エネルギーに依存した社会に疑問を持って、モノや人が使

い捨てされることのない社会の実現を目指して設立された。 

⑦ 主な活動 

 食・健康、有機農業、生活環境に関する幅広い啓蒙活動 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

 

 

活動法人 使い捨て時代を考える会 

会 員 数 個人会員 1,700 名 

       団体会員 ２３団体 

年間予算 6,510 千円（主な収入：会費、事業収入） 

組織機構図 

理事会 事務局 

食・健康事業部 有機農業事業部 生活環境事業部 取扱品検討委員会 
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特定非営利活動法人 点訳・音声訳集団一歩の会 

 

① 所 在 地 〒179－0075 東京都練馬区高松２－１６－１２ 

② 電話番号 03－3577－1525   ＦＡＸ 03－3577－2530 

③ 設立年月 平成６年４月 

④ 役員氏名 理事長  岩野 英夫 

⑤ 事 務 局 事務局長 岩野 英夫  職員数 ０名 

への録音図書・点訳図書(主としてバリアフリー絵本)の制作・貸出・寄贈を行う事を

⑦

⑧

⑨

⑩

 

⑥ 設立趣旨 

視覚障害者

目的として障害者の福祉の向上を計る。 

 主な活動 

録音図書・点訳絵本の制作、貸出、寄贈 

 会 員 数 個人会員 600 名(協賛会員 30 奉仕会員 70 利用会員 500) 

 年間予算 700 千円（主な収入：寄付金・奉仕員会費・協賛会員費） 

 組織機構図 

理事長 事務局 利用会員 

理事会 

奉仕会員 
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特定非営利活動法人 日本安心生活普及協会 

 

① 所 在 地 〒270－1432 千葉県白井市冨士９７－６ 

② 電話番号 047－492－0757   ＦＡＸ 047－492－0757 

  Ｈ  Ｐ http://www16.plala.or.jp/ansinseikatu/ 

  e - m a i l npo-ansinseikatu@sea.plala.or.jp  

③ 設立年月 平成１６年６月 

④ 役員氏名 理 事 長 関口 健一 

⑤ 事 務 局 事務局長 関口 健一（兼務） 

⑥ 設立趣旨 

この法人は、広く国民(生活者･消費者)に対して、家庭におけるリスク総合管理、社会生活全般の

知識の啓蒙、生涯設計に係るコンサルティング･サポートに関する事業を、中立的な立場で行うこと

により、消費者の保護を図るとともに、生活者の家庭における安心生活の実現と福利の増進に寄与

することを目的として設立されました。 

⑦ 主な活動 

・ 社会教育の推進を図る活動 

・ 経済活動の活性化を図る活動 

・ 消費者の保護を図る活動 

事業 

・ 家庭リスクの総合管理事業 

・ 社会生活全般の知識の啓蒙事業 

・ 生涯設計の確立のコンサルティング･サポート事業 
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日本主婦連合会 

 

① 所 在 地 〒532－0026 大阪府大阪市淀川区塚本２－１１－９ 東瀬第一ビル 

e3.nifty.com.syufu/ 

副会長  金城 美音子  徳永 瑛子  福井 艶子  米本 孝江 

書 記  寺本 志恵子  吉村 英子 

 喜美恵  木村 美代子 

松 幸子 

    橘本 恵子  山口 貞子  北村富貴子 

⑤ 事 務 局 事務局長 徳永 瑛子  職員数 ２名 

⑥ 設立趣旨 

本会は女性の立場から、社会生活の歪みを是正するとともに、環境問題に取り組み、高齢者･非健

常者の安全で豊な社会生活の実現を目指し、消費者の自立を目的とする。 

⑦ 主な活動 

１．高齢者･非健常者の安全で豊かな社会生活実現の為、平成 7 年に厚生大臣より認可を受け、ホー

ムヘルパー（2 級･3 級）の養成事業を実施。現在に至る。 

２．健全な家庭生活・消費生活の見直しと環境問題の一環として、毎年恒例の「リサイクル展」を

実施している。 

３．講演会･研究会･視察の実施 

４．機関紙「日本主婦新聞」の発行･図書出版の広報活動 

⑧ 会 員 数 個人会員 1,170 名 

団体会員 ３９団体(構成団体の延べ個人会員 19,800 名） 

⑨ 年間予算 12,000 千円(主な収入：会費、出版事業） 

⑩ 組織機構図 

② 電話番号 06－6301－4564   ＦＡＸ 06－6301－3999 

  Ｈ  Ｐ http://homepag

③ 設立年月 昭和２０年１０月 

④ 役員氏名 会 長  東瀬 幸枝 

     杉本 時子  大石 桂子(書記兼)  藤井 久子 

書記長  石本 喜代子 

会 計  梅木 松子  山崎

会計監査 庄司 フジ子  塩田 光子  溝田 久美子 

総 務  田中 利子  山崎 侑子  藤池 幸子  定

 

政治･経済部（副会長兼務） 

文化･教育部（各支部長） 

食料部（各支部長） 

住宅部（各支部長） 

広報部（各支部長） 

国際部（各支部長） 

さわやか介護福祉本部（会長兼務） 

副会長(支部長)
会長（支部長） 

(７名)
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日本消費者連盟 

 

① 所 在 地 〒162－0042 東京都新宿区早稲田町７５ 日研ビル２Ｆ 

mail nishoren@jca.apc.org 

富山 洋子 

康明 

小島 延夫  志方 千恵子  高橋 松恵 

        藤野 完二  真下 俊樹  松田 節子 

⑤

⑥

ために、経済的、社会的、法律的に差別のない自由で平

ることを希求し、「すこやかないのちを未来へつないでいく」ことをもっとも大切な理

、自立した消費者として生きること。 

⑦

自給率上昇をめざす活動 

･核問題と自然エネルギー利用を高める活動 

み問題・ＢＳＥ 

等の取組み  その他 

⑧

団体会員 １１団体（構成団体の延べ個人会員 450,000 名） 

⑨ 年間予算  55,000 千円（主な収入：会費、定期購読料、出版物、寄付金） 

⑩ 組織機構図 

 

 

② 電話番号 03－5155－4765   ＦＡＸ 03－5155－4767 

  Ｈ  Ｐ http//www1.jca.apc.org/nishoren/   e-

③ 設立年月 昭和４４年４月 

④ 役員氏名 代表運営委員  

副代表運営委員 山浦 

運営委員    小櫛 節子  

監査委員    谷川 正彦  山田 幹夫 

 事 務 局 事務局長  水原 博子  職員数 ５名 

 設立趣旨 

人間が、人間として、人間らしく生きる

等な社会であ

念として、｢消費者主権｣を確立し

 主な活動 

食の安全、有機農業の確立、

原発

環境破壊・産業廃棄物処理・ご

有害化学物質、遺伝子組み換え作物

 会 員 数 個人会員 4,000 名 

事務局 運営委員 

監査委員 

役員選考委員 

代表運営委員 

会員 
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日本消費者連盟関西グループ 

  山﨑 昌子 

「いまの暮 りひとりが

活動。テーマ ま。暮らしの中での

疑問を「あらゆる命が る社会で生きていきたい」と行動。月一回機関誌「草の根

だより」を発行。発言 である。 

⑧ 会 員 数 

⑨ 年間予算 

 

 

① 所 在 地 〒582－0026 大阪府柏原市旭ヶ丘３－１３－５ 筒井様方 

② 電話番号 0729－77－7620   ＦＡＸ 0729－77－7620 

③ 設立年月 昭和５０年４月 

④ 役員氏名 世話人 筒井 明子

⑦ 主な活動 

らしを問い直したい、社会を少しでも変えていきたい」という思いのひと

は農薬、プラスチック、原発、たべもの、ごみ、人権などさまざ

本当に大切にされ

の場として中身の濃いミニコミ誌

個人会員 約 300 名 

     千円(主な収入：ミニコミ誌購読料） 
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社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会 

都立大学駅前ビル 

 会 長 

 副会長 

 理 事  伊藤 誠    上野 一郎   木村 晋介  木本 希    小林 哲郎 

      清水 鳩子   高田 茂穂   高梨 圭介  馬場 秀俊   濱田 一 

     一  青山 理恵子  秋庭 悦子 

光子  狩野 拓夫   小池 信彦 

 佐々木 俊子  柴田 博子   島村 治雄  清水 かほる  杉本 まさ子 

事務局代表 奥 敬子  職員数 ４名 

⑥ 

究及び研修会・研究会の開催等を行うことに

よ 、我が国の社会経済の健全な発展及び国民生活

の向上に寄

⑦ 主な活動 

・ 消費生活に関する消費者啓発活動 

・ 消費生活に関する調査研究 

関する内外関係機関との交流の推進 

・ 前各号に掲げるもののほか、本会の目的を達成するために必要な事業 

⑧ 会 員 数 個人会員 3,769 名 

       団体会員 109 行政・企業・団体 

⑨ 年間予算 145,000 千円（主な収入：会費、受託事業等） 

 

 

① 所 在 地 〒152－0031 東京都目黒区中根２－１３－１８ 第百生命

② 電話番号 03－3718－4678   ＦＡＸ 03－3718－4015 

  Ｈ  Ｐ http://www.nacs.or.jp/   e-mail nacs@muse.ocn.ne.jp 

③ 設立年月 昭和６３年６月 

④ 役員氏名 

 宇野 政雄 

 増井 克吉   玉本 雅子 

 三宅 正太郎  山田 範保   山本 良

      有山 雅子   尾関 さゆり  葛西 

     

      辰巳 菊子   立山 徳子   中島 光子  野口 博子   古谷 由紀子 

      三沢 邦子   三原 義雄   宮本 伸司  唯根 妙子 

 監 事  上月 久義   三村 光代   渡辺 昭夫 

⑤ 事 務 局 

設立趣旨 

本会は、消費生活に関する消費者啓発活動、調査研

り、消費者利益と企業活動の調和を図り、もって

与することを目的として設立されました。 

・ 消費生活に関する研修会、研究会等の開催 

・ 消費生活に
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（平成17年4月1日現在）
総 務 委 員 会

北海道 広 報 委 員 会
支 部 事 業 委 員 会

研 修 委 員 会
会員活動委員会

総 務
委 員 会

総 務 委 員 会
東 北 広 報 委 員 会

広 報 支 部 事 業 委 員 会
委 員 会 研 修 委 員 会

会員活動委員会

情 報 誌
委 員 会

新潟分科会
総 務 委 員 会 群馬分科会

東日本 広 報 委 員 会 栃木分科会
事 業 支 部 事 業 委 員 会 茨城分科会
委 員 会 研 修 委 員 会 千葉分科会

会員活動委員会 神奈川分科会

組 織 強 化
委 員 会

総 務 委 員 会 静岡分科会
中 部 広 報 委 員 会 長野分科会
支 部 事 業 委 員 会 岐阜分科会

研 修 委 員 会 北陸分科会
会員活動委員会 三重分科会

環 境
委 員 会

事 業
開 発 室 総 務 委 員 会

西日本 広 報 委 員 会
支 部 事 業 委 員 会

研 修 委 員 会
消 費 者 会員活動委員会
相 談 室

インターネット
特 別 委 員 会 総 務 委 員 会

中 国 広 報 委 員 会
支 部 事 業 委 員 会

研 修 委 員 会
消 費 生 活 会員活動委員会
研 究 所

佐賀分科会
総 務 委 員 会 長崎分科会

九 州 広 報 委 員 会 熊本分科会
支 部 事 業 委 員 会 大分分科会

研 修 委 員 会 鹿児島分科会
会員活動委員会 沖縄分科会

四 国 部 会

総

会

監

事

理
事
会

会
　
長

副
会
長

事
務
局

副
会
長
特
命
･
支
部
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当

　　　　　NACS　組織図



日本消費生活専門相談員協議会(JOCAS) 

 

① 所 在 地 〒169－0073 東京都新宿区百人町３－１－４－３０４ 

② 電話番号 03－3362－6443   ＦＡＸ 03－3362－6443 

③ 設立年月 平成５年４月 

④ 役員氏名 会 長 小池 吉子 

副会長 熊谷 孝子 

理 事 河谷 直美  斎藤 知子  水野 紀男  宮崎 みどり 

監 事 竹中 宮子  藤田 幸義 

顧 問 内田 礼子  山田 スミ子 

⑥ 設立趣旨 

消費生活専門相談員として相談業務にたずさわるための能力、資質の向上を図る。 

⑦ 主な活動 

研修会の開催、会員への情報提供 

消費生活に関する調査研究 

消費者啓発活動  等 

⑧ 会 員 数 個人会員  ８５名 

⑨ 年間予算 200 千円(主な収入：会費） 

⑩ 組織機構図 

会  長 理 事 会 会  員 
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日本生活協同組合連合会 

 

① 所 在 地 〒150-8913 東京都渋谷区渋谷３－２９－８ 

② 電話番号 03－5778－8111   ＦＡＸ 03－5778－8112 

  Ｈ  Ｐ http://www.co-op.or.jp/jccu/   e-mail pr@jccu.coop 

③ 設立年月 昭和２６年７月 

④ 2005 年度役員（任期：2005 年 6 月～2007 年 6 月 氏名の前の◎は常任理事） 

会  長  小倉 修悟 

副 会 長  山下 俊史 

専務理事  伊藤 敏雄(統括専務理事)  品川 尚志(運営・組織担当)  矢野 和博(事業担

当) 

常務理事  田中 哲男(運営担当)    伊藤 良彦(共済事業担当)   島岡 勤(管理担当) 

理  事  矢野 朝水   加瀬 裕子  ◎松村 喬    池田 和昌  ◎芳賀 唯史 

      廣部 公子   田井 修司  ◎石川 祐司   渡辺 光代   赤松 光 

     ◎上原 正博   阿南 久    中村 洋   ◎木下 長義   髙井 鏡子 

      越淵 堅志   藤川 武夫   寺本 康美  ◎門脇 馨    津村 明子 

     ◎山本 邦雄  ◎浅田 克己   伊藤 潤子  ◎三橋 幸夫   中山 光江 

      大川 耕三   起汐 充雄  ◎坂元 義範   伊志嶺 雅子  西岡 節男 

      服部 正雄   宮田 育治   小疇 俊雄   和田 寿昭 

執行役員  堀田 修    飯村 彰    堀江 建実   篠原 隆 

常任監事  名和 三次保 

監  事  土嶺 彰    中村 次郎   瀧川 潔    土井 律紀   大久保 弘幸 

 

⑤ 事 務 局 職員数 1,006 名 

⑥ 主要な事業内容 

１ 供給事業：生鮮食品、一般食品、家庭用品、衣料品等を直接または、カタログを使用して会員

生協に供給する事業。 

２ 共済事業：会員組合員の死亡、傷病、障害、住居損害、その他生活の共済のために元受け、ま

たは受託して行なう共済事業。 

３ そ の 他：旅行事業、医療部会を通じた指導事業、通信教育・研修会の主催等による指導事業 

⑧ 会 員 数 団体会員 631 団体 

⑨ 資産合計 212,480 百万円（2005 年度予算。主な収益：供給事業） 
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日本青年団協議会 

 

① 所 在 地 〒160－0013 東京都新宿区霞ヶ丘町７－１ 日本青年館内 

② 電話番号 03－3475－2490   ＦＡＸ 03－3475－0668 

  Ｈ  Ｐ http//www.dan.or.jp/   e-mail seinen@dan.or.jp 

③ 設立年月 昭和２６年５月 

④ 役員氏名 代表者 岡下 進一 

⑥ 設立趣旨 

地域にある青年団の全国組織で、1951 年に 46 道府県青年団により結成。現在は東京と埼玉を除

く 45 道府県青年団協議会(連合青年団)で構成されている。農山漁村を中心に、全国約 1,500 の市町

村に青年団が組織され、それよりも小さな学校区単位青年団に至ってはその 4 倍近い数の青年団

(会)が存在し、個人加盟の方式をとっていないものの、団員は推定で 20 万人近くを数える。それら

地域における活動としては、伝統芸能の継承や祭り、盆踊りといった地域共同体において一定の役

割を担っているほか、スポーツ活動や村おこしイベント、福祉ボランティア、環境ボランティア、

国際交流や平和運動など多岐に渡っている。 

日本青年団協議会は、｢心身の修練とよりよき個人の完成｣｢友愛と共励｣｢住み良い郷土社会の建

設｣｢世界平和｣を綱領として、全国の青年団組織の育成と青年の生活環境向上を目的に、スポーツ･

文化活動を集約する場として全国青年大会を開催しているほか、平和や国際、男女平等などの社会

活動、青年リーダー研修活動等の運動に取り組んでいる。 

⑩ 組織機構図 

 

 

日本青年団協議会 

45 道府県青年団組織 

会  長（１名） 

郡市町村青年団組織 地区・校区等単位青年団組織

定期大会（６名×45 都道府県＝300 名）

副会長（４名） 

監 事（３名） 

事務局長（１名）

常任理事（11 名） 

全国理事会（各県男女各１名・計 90 名）

専従事務局（総務・社会女性部４名）

     （組織教宣部４名） 
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特定非営利活動法人 日本ティンバーフレーム協会 

 

① 所 在 地 〒106－0032 東京都港区六本木４－９－５ ＩＳＯ６Ｆ 

② 電話番号 03－5414－3562   ＦＡＸ 03－5414－3350 

  Ｈ  Ｐ http//www.timberframe.or.jp/   e-mail info@timberframe.or.jp 

③ 設立年月 平成１５年９月 

④ 役員氏名 代表理事 室 敏明 

理  事 毛涯 卓郎   田中 充昭  増田 幸彦 

監  事 宇佐美 一雄 

⑤ 事 務 局 事務局長 山根 存  職員数 ３名 

⑥ 設立趣旨 

・ ティンバーフレーム工法(ムク材軸組み建築)の見直し、普及と存続 

・ 木材資源の長期有効利用 

・ 環境共生住宅の研究、開発 

⑦ 主な活動 

ティンバーフレーム工法の普及と認識を深めるための、 

・ 会員増強活動 

・ セミナー、研修、催事の実施 

⑧ 会 員 数 個人会員 １０名 

       団体会員 ２０団体 

⑨ 年間予算 3,600 千円（主な収入：年会費・維持協力金） 

⑩ 組織機構図 

 

 

 

 

 

代表理事 

会員事業部 

普及事業部 事務局 

理事会 
研修センター 
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日本の伝統食を考える会 

 

① 所 在 地 〒533－0023 大阪府大阪市東淀川区東淡路３－３ ２－３１２宮本様方 

② 電話番号 06－6325－2693   ＦＡＸ 0743－77－8188 

③ 設立年月 昭和５６年６月 

④ 役員氏名 代   表 宮本 智恵子 

編集責任者 中筋 恵子 

⑤ 事 務 局 代表、機関紙編集責任者、名簿管理担当者で構成 

⑥ 設立趣旨 

  「日本の伝統食の継承発展と新しい食文化の創造」をめざして 

⑦ 主な活動 

・ 料理講習会 

・ 学習会 

・ 「日本の農漁業と食文化を守ろう」と全国を訪ねる「伝統食列車」活動 

・ 現地見学会、出版、社会的要請活動など 

⑧ 会 員 数 個人会員 600 名 

⑨ 年間予算 3,600 千円(主な収入：会費、機関紙購読料） 
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日本婦人団体連合会 

 

① 所 在 地 〒151－0051 東京都渋谷区千駄ケ谷４－１１－９－３０３ 

② 電話番号 03－3401－6147 ＦＡＸ 03－5474－5585 e-mail fudanren@cocoa.ocn.ne.jp 

③ 設立年月 昭和２８年４月 

④ 役員氏名 会 長  堀江 ゆり 

 副会長  中岩 春子   高田 公子  一戸 葉子  柴田 真佐子 

      遠藤 恵美子  三浦 章子  伊藤 啓子 

⑤ 事 務 局 事務局長 榎本 よう子 

⑥ 設立趣旨 

 本会は、平和と民主主義・男女平等、子どもの幸せを願い、女性の諸要求実現のため共同行動を

すすめるために設立されました。（初代会長は、平塚らいてう氏） 

⑦ 主な活動 

 憲法を守り、その全面的な実現をもとめて活動しています。 

① 平和と民主主義を守る 

② 真の男女平等、女性の地位向上を 

③ 社会保障大改悪、大増税に反対し、くらしを守る 

⑧ 会 員 数 団体会員 ２０団体（構成団体の延べ個人会員 900,000 名） 

⑨ 年間予算       千円（主な収入：団体会費） 
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八王子ランドマーク研究会 

 

① 所 在 地 〒192－0015 東京都八王子市元本郷町３－１１－２１－３０２ 

② 電話番号 0426－25－7612   ＦＡＸ 0426－84－5230 

  e - m a i l tonga.cocoa@kiu.biglobe.ne.jp 

③ 設立年月 昭和６１年６月 

⑥ 設立趣旨 

(八王子における)自然・地物・歴史的築造物等に対する(都市計画)まちづくり上の評価・保全・

活用策等に関する調査・研究を行うために設立。 

⑦ 主な活動 

身近な川の一斉調査。浅川サバイバルレース、界隈研究 

ソーシャルインクルージョン研究、共同購入など 

⑧ 会 員 数 個人会員 173 名 

⑨ 年間予算 約 10,000 千円（主な収入：寄付、講師） 

⑩ 組織機構図 

  プロジェクトごとに実行委員会を組織する。 

  実行委員会ごとに会計を組む。 
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反農薬東京グループ 

 

① 所 在 地 〒202－0021 東京都西東京市東伏見２－２－２８－Ｂ 

② 電話番号 0424－63－3027 ＦＡＸ 0424－63－3027 e-mail mtsuji@jcom.home.ne.jp 

  Ｈ  Ｐ http://home.e06.itscom.net/chemiweb/ladybugs/index.htm/ 

③ 設立年月 昭和５７年４月 

④ 役員氏名 代 表 辻 万千子 

⑥ 設立趣旨 

農薬・有害化学物質の乱用に反対 

⑦ 主な活動 

機関紙発行 

行政交渉 
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ふぇみん婦人民主クラブ 

 

① 所 在 地 〒150－0001 東京都渋谷区神宮前３－３１－１８－３０１ 

② 電話番号 03－3402－3244   ＦＡＸ 03－3401－3453 

  Ｈ  Ｐ http://www.jca.apc.org/femin/   e-mail femin@jca.apc.org 

③ 設立年月 昭和２１年３月 

④ 役員氏名 

共同代表 設楽 ヨシ子  村田 孝子 

運営委員 山口 泰子   溝辺 節子  片岡 栄子  山口 雪子  北村 敏子 

     竹内 みどり  石丸 敏子  他 

⑤ 事 務 局 職員数 ６名 

⑥ 設立趣旨 

二度と戦争を起こさない、平和を目指して設立された。 

女性解放と次世代の未来のために平和で民主的な社会を目指し、生命と生活を守る自主的な活動

をしている。 

⑦ 主な活動 

共同購入、食品、シックハウス、女性と健康、自然エネルギーについて力を入れ、会員が活動し

ている。 

⑧ 会 員 数 個人会員 3,800 名 

⑨ 年間予算 50,000 千円（主な収入：会費、自主事業、寄付） 

⑩ 組織機構図 

 

 

運営委員 
代表委員 支 部 

代表委員 支 部 

運営委員 代表委員 支 部 

運営委員 
代表委員 支 部 

代表委員 支 部 

共同代表 
支 部 
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財団法人 ベターホーム協会 
 

① 所 在 地 〒150－8363 東京都渋谷区渋谷１－１５－１２ 

② 電話番号 03－3407－0471  ＦＡＸ 03－3407－0479  ＨＰ http://www.betterhome.or.jp/ 

③ 設立年月 昭和５０年５月 

④ 役員氏名 理 事 長  田村 誠 

専務理事  西尾 南美子 

常務理事  常岡 修一郎  青木 紀子  安部 冷子  大塚 智子 

      玉川 恵美子  寺木 幹子  堀江 雅子  山本 昌子 

理  事  岩下 正代   佐瀬 康子  清水 雅子  新村 葉子 

      田中 茂子   徳岡 雅代  萩原 和子  三谷 光子 

      村 松深    山本 浩子 

監  事  井上 祥子   渡辺 輝子  橋本 昌彦 

⑤ 事 務 局 事務局長  西尾 南美子  職員数 ４３名 

⑥ 設立主旨 

 家庭における消費生活の改善及び向上に関する、調査研究、生活知識の普及、及び教育等を行うこ

とによって、消費生活の安定及び、健全な発展に寄与すること。 

⑦ 主な活動 

  【活動の方針】 

暮らしのなかでも主に食生活の分野で、料理教室の形式で行う教育や出版物の発行などを中心

に、生活者にとって具体的でわかりやすい啓発活動を行うことを旨としている。 

  【今後の活動目標】 

家庭における食生活が希薄になっている時代に、これまでにも増して家庭で食事を手づくりす

ること、いっしょに食べることの大切さ、楽しさを人々に広め、その結果人々の暮らしを心豊か

にすることをベターホーム協会の２１世紀の使命とし、活動を展開する。 

  【活動内容】 

上記の目的のもと、＊料理講習会の開催 ＊出版物の発行 ＊手づくりの普及運動 ＊中高年

男性の生活自立のための教育活動 ＊子どもたちの食教育指導者への教育活動 ＊育英事業 

＊食生活に関する調査研究活動 ＊教育活動のリーダーの養成 などを行う。 

⑧ 会 員 数 個人会員 50,000 人 

⑨ 年間予算 2,839 百万円（主な収入：講習会費収入） 

⑩ 組織機構図 

理事長 事務局長 本部事務局 
大阪事務局

札幌事務局

名古屋事務局

福岡事務局

役員会

(会員組織) 

渋谷支部 銀座支部 池袋支部 
吉祥寺支部 町田支部 
横浜支部 藤沢支部 大宮支部 
千葉支部 柏支部 

(首都圏支部)

梅田支部 
難波支部 
神戸支部 
京都支部 

(関西支部)

仙台支部 名古屋支部 札幌支部 福岡支部

(事務局機構) 

(本部事務局) (大阪事務局) (名古屋事務局) (札幌事務局) (福岡事務局)
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特定非営利活動法人 木造建築文化総合センター 

 

① 所 在 地 〒170－0013 東京都豊島区東池袋１－３２－４－６Ａ 

② 電話番号 03－3985－1901   ＦＡＸ 03－3985－1901 

Ｈ  Ｐ http://www4.zero.ad.jp/moku-ken/   e-mail moku-ken@zero.ad.jp 

③ 設立年月 平成１５年５月 

④ 役員氏名 会  長 中善寺 多加敏 

       副 会 長 山中 一衛   亀井 天元 

       専務理事 野村 一 

       理  事 十代田 知三  大森 健司  酒井 三雄  中村 義勝 

            新井 庄市郎  椛島 規人  佐藤 勝二 

       監  事 織田 誠一郎  江口 秀秋 

⑥ 設立趣旨 

木造建築文化に関心を持つ人々を対象に、住み手である住民が安全で、安心して生活ができる家づ

くりとまちづくりのため、木造建築文化・技術をはじめ木造建築に関わる大工・棟梁、屋根、壁、左

官等の職人、技術者の生き方と技を紹介する公開講座、親子と職人の技術交流の実施及び伝統建築物、

民家修復工事現場見学、国有林の見学及び木造建築技術の継承教育事業等を通じて、啓蒙を行い、地

域住民と共に、環境にやさしく、安全で、安心して居住できる家づくりとまちづくり及び社会教育、

消費者保護等に寄与することを目的とする。 

⑦ 主な活動 

(1) 木造建築文化・技術事業 

  ① 木造建築大工・棟梁、職人、技術者の生き様と技をテーマとした木造建築公開講座事業 

  ② 伝統建築物及び民家等の修復工事現場見学・研修会事業 

  ③ 木の見方と森林の保全を考える国有林等見学・研修会事業 

 (2) 一般住宅における環境及び安全性と地盤調査・地盤改良講習会事業 

  ① 戸建て住宅を支えている地盤についての安全性と危険性についての情報提供事業 

  ② 新築前の地盤調査方法及び地盤改良方法セミナー事業 

 (3) 普及啓蒙活動事業 

  ① 情報紙、研究報告書、木造建築文化・技術に関する啓蒙書の発行事業 

  ② ホームページの開設・運営事業 

 (4) 木造建築無料相談事業 

 (5) その他目的を達成するために必要な事業 

  ① 出版図書等の販売。 

⑧ 会 員 数 個人会員 ３８名 

       団体会員 ３団体（構成団体の延べ個人会員 １５名） 

⑨ 年間予算 200 千円（主な収入：会費、事業収入） 

⑩ 組織機構図 

理事長 

理事会 

木造建築文化・技術委員会 保全委員会 総務委員会 
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リサイクル運動市民の会 

 

① 所在地等 

統 括 本 部 〒160－0015 東京都新宿区大京町２－２９ 

  電話番号 03－3226－6800(会員用活動案内 自動応答システム) 

       03－3226－6801(業務連絡専用) 

  Ｆ Ａ Ｘ 03－5379－1510 

       支部／城南事務局 城東事務局 城北事務局 城西事務局 

神奈川本部 〒220－0062 神奈川県横浜市西区東久保町２４－１９ 

  電話番号 045－252－9901 

埼 玉 本 部 〒330－0074 埼玉県さいたま市浦和区北浦和３－１－３ ホップビル３Ｆ 

  電話番号 048－834－0250 

静 岡 本 部 〒430－0947 静岡県浜松市松城町１０７－８ 

  電話番号 0534－52－3552 

北海道本部 〒064－0914 北海道札幌市中央区南１４条西１５丁目４－５ 

  電話番号 011－531－1938 

       支部／函館、小樽、北見、旭川、釧路、各支部事務局 

② Ｈ  Ｐ http://www.recycler.org/   e-mail info@recycler.org 

③ 設立年月 昭和４９年(1974 年)４月 

④ 役員氏名  

 永久名誉会長 故・糸川 英夫（元東京大学教授、組織工学研究所 所長） 

 会長兼代表  石毛 健嗣 

 副会長    小林 敏昭 

 副事務次長  石川 恵輪 

 事務局次長  吉田 寿一 

 会計監査   伊奈山 厚（伊奈山会計事務所） 

⑤ 事 務 局 事務局長   戸田 正孝  職員数 ２１名 

⑥ 設立趣旨 

 ＜資源の浪費型社会からリサイクリング型社会を目指して＞ 

 私共、リサイクル運動市民の会は地球を保全するため”物は使える限り大切に．．”の考え方を元東

大博士の糸川英夫をリ－ダ－として、昭和４９年４月に発足した草の根の市民運動組織です。 

 私達の生活は、便利さの追及によって豊かで健康な生活環境が与えられると信じてきました。しか

し、現在のように、文明が高度化し、さまざまに便利で物質的生活レベルの向上が、結果において大

変危険な一面を持っていることに気づき始めました。 

 便利さの深追いが環境を汚染し、資源を浪費することになり、車社会の発達が交通公害をさまざま

に引き起こし、便利さに慣れた生活が人間の根本的な能力を弱いものとするなど、今まで気づかなか

った社会的負荷が、便利さを追及した結果生れています。 

 このことは、経済活動の発展は無限ではなく、地球的規模の環境問題を考えた発想が必要な時代と

なってきました。 

オイルショックを出発点とする環境やリサイクルへの関心は、限りある資源を次の世代によりよい

状態で残すため〔消費は美徳〕の誤まちと方向転換を計り、生活の質と環境文化を考えるための活動

体として、巾広い運動を推進することが狙いです。 
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⑦ 主な活動 

環境や資源、エネルギーの保全の啓蒙としての会報及びニュースの発行。 

次の情報の収集 ａ．環境や資源、エネルギーの保全に関する情報。ｂ．有価資源のリサイクル運

動に関する情報。ｃ．ゴミ処理や静脈系に関する情報。ｄ．生活の知恵や伝承の知識。ｅ．文明の

発展の危機となる情報。 

不用品活用の回収や再利用による関係団体との協力や国内外の施設への活用。 

不用品活用の啓発事業（フリーマーケットやガレージセールの開催と指導）。 

リサイクル関連事業の実施（有機自然農法野菜の宅配、古本銀行活動他）。 

環境保全やリサイクル運動のリーダーの育成。 

リサイクル運動の市民組織の育成と指導。 

関連団体との交流及び協力活動。 

学習会、勉強会、講習会、研究会の開催。 

行政との折衝や協力活動。 

その他目的達成のための必要な活動。 

⑧ 会 員 数 

  １．東 京  31,250 名（統括本部）  代 表 石毛 健嗣 

  ２．神奈川   5,110 名（神奈川本部） 本部長 小林 敏昭 

  ３．千 葉   3,059 名（千葉本部）  本部長 石毛 健嗣 

  ４．埼 玉   3,736 名（埼玉本部）  本部長 石川 恵輪 

  ５．静 岡   5,971 名（静岡本部）  本部長 山中恵美子 

  ６．北海道  18,832 名（札幌本部）  本部長 川瀬 国安 

⑨ 年間予算 210,250 千円(静岡、北海道を除く。主な収入:年会費、各活動への参加費、出版事業他) 

⑩ 組織機構図 
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